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無線タグネットワークシステムの社会インフラ化に向けたシステム仮想化 
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共同研究者 甲 斐 宗 徳 成蹊大学理工学部教授 

１ はじめに 

ユビキタスネットワーク社会の進展に伴い、物やオブジェクトを識別するための無線タグ利用が拡大し、

それを用いた多種多様なサービスはインターネットのように国民生活になくてはならないものとなってくる

と考えられる［１］-［４］。そのためには、無線タグネットワークシステムを電気、ガス、水道と同様に、社会

インフラとして提供し全ての企業、官庁、国民が安く、安全にかつ安定的に利用できる環境を整える必要が

ある。 

 無線タグネットワークの仕様についてはＥＰＣグローバル［５］やユビキタスＩＤセンタ［６］などの標準化

団体によって共通化が図られている。また、複数の異なる周波数やインタフェースを１台で収容可能とする

リーダ装置共通化も進められている［７］。社会インフラとして安価なサービスを提供するためには、無線タグ

ネットワークシステムの共用化が必須と考えられる［８］。また、社会インフラとして提供するためには、障害

やふくそうなどによるサービス中断を極力無くす必要があり、プロセスマイグレーション技術（処理プロセ

スをネットワーク内の他コンピュータに簡単かつ確実に移動させる技術）が必須となる。 

本研究は，ＥＰＣグローバルネットワークアーキテクチャを前提とし、従来個別に設計・構築されている

無線タグネットワークシステムを共用し、かつそれを社会インフラとして提供するためのシステム共用化技

術とプロセスマイグレーション技術を確立し、ユビキタスネットワーク社会の早期実現を図ることを目的と

する。 

２ 無線タグネットワークシステム共用化技術 

２-１ 共用化の基本的考え方 

本研究ではＥＰＣグローバルネットワークアーキテクチャ［５］を前提とする。図１に示すように、従来は

会社毎、システム毎に個別に無線タグネットワークを構築することが多かった。無線タグネットワークを社

会インフラとして提供するためには、システムを共用化することが必須となる。 

エリア１

リーダ

ネットワーク

図1．現状の無線タグネットワークシステム

翻訳サーバ

・・・

サービス
システム

Ａ用

無線
タグ

ミドルウエア

エリア２

エリアｎ

サービス
センタ

サービス
システム

Ｂ用

サービス
システム

Ｃ用

＊同じエリアに、システム毎のリーダを複数重複して設置

エリア１

リーダ

ネットワーク

図1．現状の無線タグネットワークシステム

翻訳サーバ

・・・

サービス
システム

Ａ用

無線
タグ

ミドルウエア

エリア２

エリアｎ

サービス
センタ

サービス
システム

Ｂ用

サービス
システム

Ｃ用

＊同じエリアに、システム毎のリーダを複数重複して設置

468



その共用化方法としては、装置を使用する時間帯をシステム毎に分割する方法（案ａ）と、装置内に複数

の仮想化装置を構築しそれを各システムで使用する方法（案ｂ）が考えられる。実際の利用を考えると、シ

ステム毎に使用する時間帯を固定するのは現実的ではなく、案ｂの仮想化を前提とすることが望ましい。仮

想化は装置の共用化によるコストダウンだけではなく、特にリーダなどの設置スペースや運用管理稼動の大

幅な削減も期待できる。 

ネットワークならびにサーバに関しては既に多くの仮想化技術が提案されており［９］、［１０］、それらを無線

タグネットワークシステムの各構成装置やネットワークに適用することが可能と考えられる。しかし、無線

タグは１つの物に１つのタグを付けるのが基本であること、無線タグの制約された機能やメモリ量から考え

ると共用するのは困難であること、から、無線タグについては仮想化せずにシステム毎に準備するものとす

る。 

これらを前提とした仮想無線タグネットワークシステムの構成イメージを図２に示す。システムを構成す

るリーダ、ミドルウエア、翻訳サーバ（タグＩＤからサービスセンタのアドレスを翻訳）、ネットワーク、サ

ービスセンタ、などの装置は個々に仮想化され、それぞれの仮想化された装置要素を組み合わせることによ

り１つの仮想無線タグネットワークシステムを構築する。また、仮想化要素の生成ならびに管理はシステム

管理サーバで一括して実施することを前提とする。例えば、システムＢ向け仮想無線タグネットワークシス

テムを構築する場合、システム管理サーバはシステムＢ向けシステム用件を精査し、その後図２に示すよう

に必要な場所に必要な性能や容量を持つ仮想化要素をサービスセンタ、翻訳サーバ、ミドルウエア、リーダ

内に生成する（関連制御データの設定も含む）。システム管理サーバは無線タグネットワークシステム内の全

装置と全ネットワークの資源割り当て管理、運用管理を行う。なお、仮想リーダを生成するリーダは１つで

はなく、カバーすべきエリアの全でのリーダ内に仮想リーダを生成する。複数の仮想リーダと仮想ミドルウ

エアの連携情報は仮想ミドルウエアに設定される。ネットワークは専用のＶＰＮ(仮想専用網)を構築し、仮

想化要素とＶＰＮの連携情報を各仮想化要素に設定する。逆に、特定システム向け仮想無線タグネットワー

クシステムを廃止する場合には、上記とは逆に関連する仮想化要素、ＶＰＮの解放を指示する。 

２-２無線タグと仮想リーダの連携法 

仮想無線タグネットワークシステムを実現するためには、仮想化しない無線タグと仮想化された仮想リー

ダとの連携が必要である（図３）。その連携法として以下の２案が考えられる（図４）。 
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 案１：無線タグ内に格納されているタグＩＤ、物理リーダ内の仮想リーダ識別子など、既に存在する識別

子からシステムやサービスを特定化する情報を抽出する。 

 案２：既に存在する識別子とは別に、システムやサービスを示す新たな識別子「システムＩＤ」を導入す

る。その識別子により対応関係を維持し、また必要な処理を実施する。なお、システムＩＤの大きさはタグ

ＩＤコード体系などで定義される企業コード程度を想定する。 

以下の理由から、案２を採用する。 

１）既存の識別子にも様々なタイプがあり、それらを全て意識して対応するのは困難である。 

２）案１は１つのサービスを複数の会社で提供する場合に対応できない。なお、複数企業を１つのグルー

プにまとめたものを企業コードとして定義して使用することも可能ではあるが、その組み合わせが多く限界

がある。 

 案２にもとづく処理イメージを図２を使って説明する。まず、システムＩＤをタグＩＤと一緒に無線タグ

内に格納しておく。これを読みとったリーダは、該当する仮想リーダ機能が存在することを確認し、読み取

ったタグＩＤとシステムＩＤをミドルウエアへ転送する。このシステムＩＤは、仮想ミドルウエア- 仮想ネ

ットワーク- 仮想翻訳サーバ- 仮想処理サーバへと引き継ぐことにより、仮想化要素がどの物理装置内に

設定されていても連携を取ることができることが判明した。なお、このシステムＩＤは仮想ネットワーク（Ｖ

ＰＮ）のＶＰＮ－ＩＤやＶＬＡＮ－ＩＤに類似したものであるが、システム全体としての連携を図るための

ものであるため、それらとは別に転送する。 

 

２-３社会インフラ化のための利便性向上策 

現状方式では、時間帯によっては読み込んでも意味がない場合でもサービスセンタにタグＩＤが送られ、

サービスセンタは処理することになる。これを、仮想リーダなどでカットすることによりサービスセンタで

の不要な処理をなくすことが考えられる（図５）。従来でも一定数以上読み込むまでミドルウエアからサービ

スセンタにタグＩＤを転送しない仕組みは存在するが、時間帯や場所によって無効なタグＩＤ転送を仮想リ

ーダで防ぐのが本研究で提案する方式のポイントである。 

文献[1]～［4］をもとに、導入済またはデモ実施された複数の無線タグネットワークシステムを調査・分析した。その

結果、無線タグのタグIDを読み取った後の動作としては、１）無条件にミドルウェアに送信、２）地域を指定して特別な

アクションを要求、３）時間を指定して特別なアクションを要求、４）地域と時間の組み合わせを指定して特別なアクショ

ンを要求、に大きく分類できる。これを踏まえ、以下の４つの条件を考慮する。 

＜考慮すべき条件＞ 

・特定のエリア（場所）にいる場合にミドルウエアに送信する。 

・特定の時間帯に仮想リーダが読み込みとった時にミドルウエアに送信する。 

・ネットワークがふくそう状態であっても指定したパケットは優先してミドルウエアに送信する。 

図３. 無線タグと仮想リーダの連携方式
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・どの暗号化方式を採用しているか識別する。 

上記を実現するための方式案を以下に示す。 

案Ａ: 仮想リーダがタグＩＤ毎の処理の違いを管理する。 

案Ｂ: １つの無線タグに複数のタグＩＤを割り当てる。 

案Ｃ: 条件および処理の違いを識別するための新たな番号「ポリシーNo」をタグＩＤと共に無線タグに付

与する。 

 図６に処理イメージを示す。案Ａは、サービスを実施するエリアのリーダ全てに設定しなくてはならない。

また、設定を変更する負荷も大きい。案Ｂは、割り当てたＩＤの分だけ無線タグにメモリが必要になる。ま

た、タグに対して処理が変わった時も、その設定を変更する負荷が大きい。案Ｃは、既存の無線タグＩＤに

影響なく様々な処理が可能である（柔軟性が高い）。 

以上から、案Ｃの採用が望ましい。ポリシーNo導入により、同じシステムＩＤでも場所や時間帯によって

異なる処理、暗号化に対応することが可能になる。また、その仕組みは全システムで統一することができ、

サービス開発も容易となる。 

システムＩＤと同様に、ポリシーNoは無線タグ内に格納され、仮想リーダにより読み取られた後は仮想処

理サーバまで引継がれる。各仮想化要素は、そのポリシーNoをもとに必要な処理を実施する。ポリシーNo  

図６．ポリシーの実施方法
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コード体系案を図７に示す。 

 

３プロセスマイグレーション技術 

３-１研究の目標 

仮想無線タグネットワークシステムの処理サーバの対故障性、対負荷変動性を強化するための強プロセス

マイグレーション技術について検討する。 

ネットワークを通じて高速で中断なくサービスを提供するために必要な技術の１つとして、サーバ機能お

よびサービスアプリケーションをネットワーク中の他コンピュータに移動させるプロセスマイグレーション

がある。多くの処理サービスが処理サーバやネットワークに投入されると負荷がダイナミックに変動するた

め、それぞれのアプリケーションの並列化・分散化の仕方を適切に変えていかないと、高性能でかつ信頼性

の高い処理は実現できない。その対応を個々のアプリケーションに組み込むのは決して容易ではない。マイ

グレーションの条件をシステムが自動的に認識し、かつユーザに負担を掛けずに移動できるようにするため、

システムのベースとなる部分から自律性を持たせることが必要である。そこで本研究では Java ベースのモバ

イルエージェントを用いるものとする。 

モバイルエージェントのモビリティには、弱マイグレーションと強マイグレーションがある。弱マイグレ

ーションはマイグレーション後にプログラムの初期状態からの再開となり、移動前の処理が無駄となる問題

がある。そのため、高い自律性を実現するには強マイグレーションであることが望ましい。ただし、従来の

強マイグレーション方式では、Java 仮想マシン（JavaVM）自体の変更を前提しており、様々なマシンが共存

する環境で標準の JavaVM をそのままで利用するには困難な点がある。 

本章は、強マイグレーションモバイルエージェントを容易に記述できる方法をユーザに提供し、そのエー

ジェントコード標準の JavaVM 上で実行できる手法を確立することを目的とする。 

 

３-２モバイルエージェントシステムと自律性 

一般的な分散システムにおいては、タスクの負荷分散や停止したタスクの再生処理等の作業にはシステム

全体の状況把握や管理が必要であり、それらのコントロールをすべて考慮してプログラム記述者がアプリケ

ーションプログラムを記述するのは非常に困難である。そこで、あらかじめシステムに自律性を持たせるこ

とで、これらの問題を解決することができる。システムの自律性を満たすためには、システム内で動く各ソ

フトウェアが他からのメッセージに応じた行動と、自ら取得した外部の情報に応じて判断を行い、その結果

によって行動を計画し、その計画に基づき行動できる必要がある。 

エージェントとは、人間の代理としてシステム上で自律的に行動するソフトウェアであり、モバイルエー

ジェントとはネットワークを通じてマシン間を移動しながらタスク処理を行うことができるエージェントの

ことを言う。また、モバイルエージェントシステムとは、モバイルエージェントの動作（生成、消去、移動、

保存、複製、通信など）を提供するシステムのことである。既存のモバイルエージェントとしては、 

 

AgentSpace（佐藤一郎氏）[１１]やAglets（日本IBM社）[１２]、JavaGO（東京大学米澤研究室）[１３]、MOBA（首

藤一幸氏）[１４]等が挙げられる。 

Ｘ:処理の大分類
000:無条件にミドルウェアに送信する。(デフォルト)
001:エリアを指定して、特別なアクションを要求する場合。
010:時間を指定して、特別なアクションを要求する場合。
011:エリアと時間の組み合わせ
100～:予約

Ｗ：暗号化の指定

Ｙ:処理の指定（Aが001の場合）
00:Cで指定したエリアにいない場合に、ミドルウェアに送信する。
01:Cで指定したエリアにいる場合に、ミドルウェアに送信する。
10,11:予約

Ｚ:処理の指定（Aが010の場合）
00:Cで指定した時間帯でなければ、ミドルウェアに送信する。
01:Cで指定した時間帯であれば、ミドルウェアに送信する。
10,11:予約

図７．ポリシーＮｏのコード体系例

優先/非優先の指定

Ｘ ＺＹ

３ １ ２ ２ ２ビット

Ｗ

Ｘ:処理の大分類
000:無条件にミドルウェアに送信する。(デフォルト)
001:エリアを指定して、特別なアクションを要求する場合。
010:時間を指定して、特別なアクションを要求する場合。
011:エリアと時間の組み合わせ
100～:予約

Ｗ：暗号化の指定

Ｙ:処理の指定（Aが001の場合）
00:Cで指定したエリアにいない場合に、ミドルウェアに送信する。
01:Cで指定したエリアにいる場合に、ミドルウェアに送信する。
10,11:予約

Ｚ:処理の指定（Aが010の場合）
00:Cで指定した時間帯でなければ、ミドルウェアに送信する。
01:Cで指定した時間帯であれば、ミドルウェアに送信する。
10,11:予約

図７．ポリシーＮｏのコード体系例

優先/非優先の指定

Ｘ ＺＹ

３ １ ２ ２ ２ビット

Ｗ
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ネットワークに繋がれたコンピュータの性能は全て同じではなく、各コンピュータも課された処理を行う

ため性能は常に一定ではない。従って、仮に処理開始時直近における各コンピュータの性能値に合わせて自

律的に各コンピュータへのエージェントの割り当てを調整したとしても、その後に追加される処理によって

負荷は変動し、エージェントの処理の完了が大幅に延期される事態が生じてもエージェントはただ待つしか

ない。そこで、そのような場合に自動的に性能に余裕のあるコンピュータへタスクエージェントが移動し、

大幅な処理の遅延を防ぐ機能が必要となる。 

この機能実現には、エージェントが任意の中断した時点の実行時データを保持し、移動先のコンピュータ

上で中断時点から処理を再開できなければならない。そこで中断時点での再開が可能な実行時データを持っ

て移動する‘強マイグレーション方式’のモバイルエージェントシステムを構築する。 

 

３-３エージェントの強マイグレーション化 

(1) 強マイグレーション化における問題点 

Java においてプログラムが使用するメモリ領域には、実行コード領域（プログラムの実行コードを格納す

る領域）、スタック領域、ヒープ領域がある。このうち実行コード領域とヒープ領域については Java に備わ

っているシリアライズ機能を用いることによって保存が可能である。しかし、スタック領域内の情報やプロ

グラムカウンタを実行状態として保存する機能は現状の JavaVM 1.6.0 ではサポートされていない。プログラ

ムカウンタを取得・復元できれば移動直前の位置からのプログラムの再開が可能となる。また、スタック領

域内に保持されているローカル変数の値を取得・復元できれば、移動前の計算結果を無駄にせず、実行を再

開することができる。そのため強マイグレーション方式のモバイルエージェントシステムを実現するために

は、スタック領域内の情報とプログラムカウンタに相当する情報が必要となる。 

しかし、これを Java で実装するのは容易ではない。Java を用いた既存の強マイグレーション方式のモバ

イルエージェントとしては、JavaGoX[１５]、MOBA、Nomads[１６]、Brakes[１７] などが挙げられるが、これらの研

究ではJavaVM自体の変更を行ったり、バイトコード変換を行ったりしている。JavaVMを変更する場合、JavaVM

のバージョンアップごとに修正を行わなければならず、システム開発の負担が大きい。 

そこで本研究では、JavaVM に手を加えることなく強マイグレーション方式のモバイルエージェントシステ

ムを実現する。しかも記述上は、プログラム中に単に移動命令を「migrate(移動先ホスト名);」のように記

述するだけでマイグレーションを可能とし、この命令の続きから実行できるようにする。そのためには、ス

タック領域内のローカル変数の取得・復元、プログラムカウンタ相当の情報の取得・復元、が必要となる。

その実現法を以下に説明する。 

(2) スタック領域の取得 

スタック領域の中身を取得するために JPDA を使用する。JPDA は JavaVM に標準で実装されており、実行中

のスレッドや実行情報へのアクセスが可能である[１８]。 

図８は、ローカル変数を取得し、持ち出し可能にするまでのプロセスの概要を示したものである。JPDA を

用いてエージェントが実行されているスレッドにアクセスし、スタック内のローカル変数の値を取得する。

しかし、このローカル変数の値は JPDA 特有のクラス(Value 型)であるため、外部への持ち出しが許可されて

いない。そこで、この値をシリアライズ（直列化）可能な変数に変換し、ヒープ領域内に格納する。これで

JavaVM を変更することなく、Java に備わっているシリアライズ機能のみを用いて実行コード領域、ヒープ領

域そしてスタック領域内のローカル変数を保存、別マシンに送信することができる。 

(3) スタック領域の復元 

スタック領域を取得し別マシンに移動した後、移動先のマシンで実行を再開するには、マイグレーション

ヒープ領域

JVMスタック Value型

ローカル変数群
直列化可能データ

直列化して別マシンへ移動

直列化可能データ

JPDA

ヒープ領域

JVMスタック Value型

ローカル変数群
直列化可能データ

直列化して別マシンへ移動

直列化可能データ

JPDA

図８. ローカル変数持ち出しまでのプロセス

{
宣言部

migrate();

}

処理群A

処理群B

{
宣言部
if(MigFlag == false){

migrate();
}else{

ローカル変数復元部
MigFlag = false;

}

}
処理群B

処理群A

変換前

MigFlag:移動直後か判断するフラグ

変換後

{
宣言部

migrate();

}

処理群A

処理群B

{
宣言部

migrate();

}

処理群A

処理群B

{
宣言部
if(MigFlag == false){

migrate();
}else{

ローカル変数復元部
MigFlag = false;

}

}
処理群B

処理群A

{
宣言部
if(MigFlag == false){

migrate();
}else{

ローカル変数復元部
MigFlag = false;

}

}
処理群B

処理群A

変換前

MigFlag:移動直後か判断するフラグ

変換後

図９. 変換の基本方式 

473



命令の直後までの状態を復元し、そこから実行を再開する必要がある。そのためにはスタックの中身だけで

なく、プログラムカウンタも必要とされる。JPDA では、このプログラムカウンタに類似したデータを扱って

おり、これを取得することは可能である。しかし、この取得したプログラムカウンタを用いてプログラムを

途中から実行する機能は、JPDA でもサポートされていない。そのため、ソースコードの変換を行うことによ

り、同等の機能をサポートすることにした。このソースコード変換手法では、プログラムコード中に記述さ

れた移動用関数である migrate メソッドの位置で実行時データを取得して移動し、到着後に移動直前の状態

に復元するように変換する。 

(4) ソースコード変換の基本形 

ソースコード変換の手法は、プログラムコード中に記述された移動用関数である migrate メソッドの位置

で実行時データを取得して移動し、到着後に移動直前の状態に復元するように変換する。この変換手法を実

現するためにまず、エージェントが持って移動する情報の中に、マイグレーション直後かどうかを示すフラ

グ MigFlag を用意する。このフラグが true のときには移動直後であることを示す。初期値は false であり、

エージェントの移動が行われると true になる。 

この MigFlag と if～else 構文を組み合わせ、移動直後には実行再開位置までのスタックフレームを再構築

し、移動前にすでに得られていた値についての計算処理は全てスキップするようにソースコードを変換する。

この変換により、移動前のプログラムカウンタを保存して続きが実行できるのと同じ状態を実現することが

可能となる。 

具体的な変換作業は、移動関数である migrate()が存在するスコープを中心に考える。まず、その後の変

換の前準備として、注目しているスコープ内で定義している宣言文をスコープの先頭にまとめて配置する。

その結果として得られる「宣言部・処理群・migrate メソッド・処理群」という構造が変換対象の基本形と

なる。プログラム中で利用されるどのような構文でも一般的にこの基本形に直すことができる。図９は、こ

の基本形から JavaVM 上での強マイグレーションコードへの変換方式を示している。ここで、ローカル変数の

復元は、移動前の個々のローカル変数の値を移動後の対応するローカル変数に再代入するための一連の代入

文をソースコードに挿入することにより実現する。 

 

３-４ JavaCCを用いたソースコード変換の自動化 

(1) 変数リスト、変数宣言行リストの作成 

ソースコード変換の自動化にあたり、JavaCC(Java Compiler Compiler) [１９]を使用した。JavaCC とは、

lex/yacc を Java 言語に置き換えたものである。ユーザが記述した migrate メソッドが使用されている個数

およびその位置によって変換後のソースコードの形が異なるので、ソースコードを 1パスで解析し変換する

のは困難である。そこで２パス方式とし、字句解析・構文解析を一度行って migrate の使用状況をはじめ必

要な情報を取得し、その後もう一度ソースコードを解析して、最初に取得した情報を元にコード変換を行う。 

構文解析フェーズで、変数のリスト、migrate メソッドの位置情報を取得する。同一スコープ内の変数宣

言をスコープの先頭にまとめるためには、一度目の解析で、宣言されている変数のリストを作成する必要が

ある。そのリストに含まれる情報は変数の型と名前、宣言されている関数の名前、宣言されているスコープ

の深さなどである。 

(2) migrate メソッドに関する情報の取得 

正しいソースコード変換のため、宣言されている変数のリストと共に、使用されている migrate メソッド

について migrate が配置されている関数の名前とスコープの深さ、migrate メソッドの使用回数の情報を取

得する。また、migrate メソッドが、ユーザが作成した関数内にある事も考えられるため、どの関数を呼び

出しているかの情報も取得する必要がある。その理由は、migrate メソッドを呼び出すまでに終了している

関数は、スタックフレームの復元を行う変換の必要が無いので、migrate に関与している関数の情報だけを

取得し、その他の関数に対して不必要な変換を行わないようにするためである。 

さらに、migrate メソッドが if 文や for 文といった制御文の中に記述されている場合もあるので、そのス

コープ内で migrate メソッドが記述されている制御文に関する情報も取得する必要がある。この場合も

migrate メソッドが記述されている制御文のみを変換し、その他の制御文に対して不必要な変換を行わない

ようにする。 

(3) 自動ソースコード変換の具体操作 

 1 パス目で取得した情報を元に、２パス目の解析でソースコード変換の基本形に則って変換を行う。変

換の具体操作を以下に示す。 
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・プログラムファイル名は”Translated_” + オリジナルのファイル名とする。それに伴い、コード内のク

ラス宣言部分も変更する。 

・migrate メソッド呼出が含まれるユーザ関数に到達したら、取得した変数リスト、変数宣言行リストを

用いて、スコープの先頭に変数宣言をまとめる。 

・変数宣言をまとめた後、その直後の行に AgentCoordinator を取得する命令文を挿入する。 

・migrate 前後かどうかを判断する if 文を挿入する。 

・migrate メソッド呼出までの処理郡を出力する。 

・migrate メソッド呼出後、自身のスレッドを終了させる関数の呼出文を挿入する。この関数自体も自動

で挿入する。 

・migrate 後に変数復元を行うための else 文、変数復元部、MigFlag の初期化を行う関数呼出を挿入する。 

 

３-５ 提案した強マイグレーション方式の動作検証 

３－３、３－４で提案した強マイグレーションモバイルエージェントを動作させるシステム AgentSphere

を設計・実装し、動作確認を行った。AgentSphere を各コンピュータで起動することにより、エージェント

をそれらのコンピュータに送り込むことができる。図１０のようなソースコードを用意し、このコードを自

動変換した。図１０のプログラムは、５秒間 jの値をインクリメントし、その値を出力したら別のマシンへ

と移動を行う。また、i の値が指定した値になったら、別のマシンへ移動するというものである。これを２

台のマシン間で行う。migrate メソッドはどのような制御構造でも対応できることを確認するため、ユーザ

関数の中かつ for 文、if 文の制御文内に２つ記述してある。このソースコードを変換すると図１１のような

コードが出力される。表１は動作確認に使用したマシンを示す。２台のマシンで処理を行った時の、マシン

Ａでの結果を図１２に、マシンＢでの結果を図１３に示す。 

これらの図から、変数の状態を保持しながらエージェントが移動し、移動後にその続きから処理を正しく

行っていることが確認できる。 

４ むすび 

ユビキタスネットワーク社会の進展に伴い、物やオブジェクトを識別するための無線タグ利用が拡大し、

それを用いた多種多様なサービスはインターネットのように国民生活になくてはならないものとなってくる。

そのため、本研究では無線タグネットワークシステムの社会インフラ化に向け、仮想化を前提としたシステ

ム共用化方式を明らかにした。具体的には、無線タグ以外の装置は従来のコンピュータやネットワークの仮

想化技術を組み合わせることにより実現できることを明らかにした。仮想化は装置の共用化によりコストダ

ウンだけではなく、特にリーダなどの設置スペースや運用管理稼動の大幅な削減も期待できる。また、仮想

化が困難な無線タグと他仮想化要素の連携のため、システムやサービスを識別する専用のＩＤ（システムＩ

Ｄ）と条件や処理の違いを明記した専用の番号（ポリシーNo）を従来のタグＩＤとは別に無線タグ内に格納

する方式を提案し、その具体的な実現法を明らかにした。 

さらに、処理サーバやネットワークの故障時またはふくそう時にも仮想無線タグネットワークシステムを

サービス中断なく運用するために必要な強プロセスマイグレーション方式を明らかにした。具体的には、モ

バイルエージェント方式を前提に、ユーザにとって簡単なエージェントの記述法（ユーザがプログラムソー

スコードの任意の位置で migrate 命令を記述できる）ならびにそのコードを標準の JavaVM で実行するための

自動ソースコード変換方式を明らかにした。実機を用いた動作検証を行い、提案方式の有効性を明らかにし

た。 

マシン名 CPU名 クロック数 メモリ
マシンA Core 2 Duo 2.2GHz 2.0GB
マシンB PentiumD 2.8GHz 1.0GB

表１. 動作確認に使用したマシン一覧
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pub lic  c lass TransC ode extends S trongM igA gent 
im p lem ents  S eria lizab le {

p riva te  S tring  IP address
priva te  s tatic A gen tC oord inato r userA C ;

pub lic  vo id  c rea te (){
in t a  =  20 ;
func1();

}

pub lic  vo id  func1(){
in t i=10 ,j=0 ;
long  s ta rt,end ,sum ;
S ystem .ou t.prin tln ("s ta rt!");
fo r(int a=0; a<10 ; a++){

s ta rt =  S ystem .curren tT im eM illis ();
j=0 ;
wh ile (true){

j= j+1 ;
end =  S ystem .curren tT im eM illis ();
if((end-s ta rt)/1000 >  5 )  break;

}
if(a% 2==0) IP address =  "133 .220 .114 .127";
e lse   IPaddress =  "133 .220.114.240";
i=  i+1 ;
S ystem .out.p rin tln ("a :" +  a  +  " i:" + i +  " j:" +  j);
userA C .m igra te (IP address, 0 );

if(i==15){
if(a% 2==0)  IP address =  "133.220 .114 .240";
e lse   IPaddress =  "133 .220.114 .127";
userA C .m ig ra te (IP address, 1 );

}
}
S ystem .ou t.prin tln ("fin ish!!");

}
}

図 10．動作確認に用いたソースコードの一例

図 11. ソースコード変換後のコード

pub lic  c lass Trans la ted_TransC ode extends 
S trongM igA gent im p lem en ts Seria lizab le {

p riva te  S tring  IP address;
in t count=0 ;
p riva te  s tatic A gentC oord ina to r userA C ;

public  vo id  c reate (){
in t a  = 20 ;
userA C = ge tA gen tC oord inato r();
if(userA C .checkflag(0 )==fa lse  & &  

userA C .checkflag(1)== fa lse){
}e lse{

a  =  use rA C .ge tIn tegerV alue("a",1 );
}

func1 ();
}

pub lic  vo id  func1(){
in t i=10 ,j=0 ;
long  s ta rt,end ,sum ;
if(userA C .checkflag(0)== fa lse  & &  

userA C .checkflag(1)== fa lse){
S ys tem .ou t.p rin tln ("s ta rt!");

}e lse{
//変 数 復 元 部
i =  userAC .ge tIn tegerV alue("i",0 );
… ..

}
fo r(in t a=0 ;userA C .checkflag(0 )== true  ||  

userA C .checkflag(1)== true  || a<10; a++){
if(userA C .check flag(1)==  fa lse){

if(userA C .checkflag(0)==  fa lse){
s ta rt =  S ys tem .curren tT im eM illis ();
j=0;

w h ile (true){
j= j+1;

end =  S ystem .curren tT im eM illis ();
if((end-sta rt)/1000 > 5 ) b reak ;

}
if(a% 2==0)  IP address =  "133 .220.114 .127";
e lse    IPaddress =  "133 .220 .114 .240";
i=  i+1;
S ys tem .ou t.p rintln ("a :" +  a  +  " i:" +  i +  " j:" +  j);
userAC .m igrate(IP address, 0 );

}e lse{
//変 数 復 元 部
userA C .se tF lag(0 );

}
}e lse{

//変 数 復 元 部
}

if(userA C .check flag(1)== true  || i==15){
if(userA C .checkflag(1)==  fa lse){

if(a% 2==0)  IP address =  "133 .220.114 .240";
e lse   IPaddress =  "133 .220 .114 .127";
userAC .m igrate(IP address, 1 );

}e lse{
//変 数 復 元 部

userA C .se tF lag (1 );
}

}
}

S ys tem .ou t.p rin tln ("fin ish!!");
}

}
図 12.マシンＡ 図 13.マシンＢ 
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